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中学校家庭分野住生活領域は必修内容の中でも実施率の低さが指摘されている。 また、 実践レベルでの質的な課題につ
いては明らかにされていないことから、 全日本中学校技術 ・ 家庭科研究会機関誌 『理論と実践』 の分析を通して、 先進的
な実践研究の現状と課題を明らかにすることを目的とした。 結果として、(1) 住生活領域の実施率の低さは確認できなかっ
たが、(2) 実践研究内の授業の目標における抽象度は高く、(3) 実践研究における妥当性と信頼性、 一貫性は低い、 といっ
た課題のほか、(4) 住生活領域における学習内容や授業方法の影響を受ける要因として、「社会問題」 「大きな災害」 「学
習指導要領などの公的資料」 がある、 などの現状が明らかとなり、実践の質的向上のための具体的資料を得ることができ
た . 
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1 . 研究の背景および目的
1 .1 . 研究の背景
平成20 (2008) 年改訂学習指導要領 (以下、現行学習
指導要領) では、 これまでの学習内容の構造を抜本的に
見直し、大きく4 つの柱として明示された。 具体的には、
平成10 (1998) 年度改訂学習指導要領において中学校技
術 ・ 家庭, 家庭分野は 「A 生活の自立と衣食住」 「B 家
族と家庭生活」 であったものを、 現行学習指導要領では
「A 家族 ・ 家庭と子どもの成長」 「B 食生活と自立」 「c 
衣生活 ・ 住生活と自立」 「D 身近な消費生活と環境」 と
4 つに分類化した。 これまで統一性のなかった小学校家
庭科の学習内容についても同様の柱を設け、系統性を重
視した内容となった。
今回顕示された4 内容の中でも、 特に 「c 衣生活・ 住
生活と自立」 に含まれている 「住生活」 の領域は実施率
の低さが指摘されている。 小川ら(2015) は、 中部地方
に所属する中学校家庭科教員を対象に、各内容の実施状
況や教員の特性について調査を実施した。 結果として、
平成10年学習指導要領において必修であった内容の中で
最も低い実施率であった (90.4%)。 低さの要因と して
は、「家庭科教員免許の所得の有無」 及び 「経験年数」
があげられている。 小川ら(2015) の研究により、 「住
生活」 領域の深刻な課題が顕在化した。
住生活に特化した研究では、 速水ら(2000) が、 住生
活は選択項目として学習指導要領に規定されていた時期
ではあるものの、 他領域に比べ実施時間数は少ないこと
を明らかにしている。 その背景と しては、 教員の専門性
(出身の学部など) や内容に対する 「得意」 や 「好き」
といった意識が要因となっている。 
これら先行研究で明らかとなった要因を解決するため
には、 教員養成段階における住生活領域の専門的資質の
育成や各校に家庭科の教員免許を有する専任の家庭科担
当教員を配置するなど行政レベルで長期的な方策を取る
しかなく、 実現可能性や即時性は低いと言える。 また、
先行研究では、 住生活領域の課題は 「実施率の低さ」 を
明らかにするに留まっており、 実践における授業の質に
関する課題は明らかとはなっておらず、 実践者自身へ課
題をフイー ドバツクするための資料は見当たらない。
そこで、 実際にどのよう な学習指導が行われており、
そこにはどのよう な課題を包含しているのかといった実
践レベルでの現状と課題を明確化することで、 実践者に
よる授業実施率向上及び質的向上に対する資料となり得
ると考えられる。 
1.2. 研究の目的
そこで本研究は、 実践研究での現状と課題を明らかに
し、 住生活領域における実践の実施率向上と質的向上を
目指すための資料を得ることを目的とする。 なお、 先行
研究で行われた広範囲での調査と同質の視点を担保する
ことを可能とする資料選定を前提と した分析とする。 
2 . 研究の方法
2.1 . 対象となる資料の選定及び分析枠組みの検討
本研究の目的である、 実践研究の現状と課題を明らか
にするにあたり、全日本中学校技術 ・ 家庭科研究会が毎
年発行する機関誌 『理論と実践』 を対象とすることが適
切であると考えられる。
『理論と実践』 は、 毎年開催されている同研究会によ
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る全国大会や各地域大会において発表された、研究や授
業実践の成果や進捗状況を論文という形で集約し、 編集
されたものである。
この論文を対象とすることで、 次の3 点の利点がある
と考えられる。
一つ目は、「俯瞰的資料」 であること。 全国大会や各
地区大会は毎年持ち回りで分担されているため、 一定の
サンプルを分析することで広い地域の実践を対象とする
ことができる。 そのため、 『理論と実践』 を対象とする
ことで、全国的な現状や課題を俯瞰的に把握することが
できる。
二つ目は、 「熱心な教員による実践」 であること。 全
国大会や各地区大会に向けて概ね3 カ年で研究が進めら
れる。 そのため、 所属校における多忙さに加え、3年と
いう期間において定期的に集まり、 検討を重ね、 実践及
び論文執筆を行える教員は家庭科教育に対する意欲は高
いと考えられる。
三つ目は、「経年変化を把握できる」 点にある。 『理論
と実践』 は先述の通り、 1 年間の大会における実践の様
子を収録したものであり、 年1 回の発行となっている。 
現在 No 54 (平成27年度版) まで発行されている。 その
ため、 家庭科教育に関する動向などを経年的に把握し分
析することができる。
これらの特徴から 『理論と実践』 は、 中学校家庭分野
における住生活領域における現状と課題を把握するため
に有用性の高い資料と言える。
文献の対象期間はNo48 (平成21年度版) からNo53 
(平成26年度版) の計 6 年分とし、平成20年告示学習指
導要領を対象とした。 なお、No54 (平成27年度版) に
ついては、 発刊はされていると予測されるが、 筆者の自
治体では配布には至っていないため除外した。 以下に、
全日本中学校技術 ・ 家庭科研究会が毎年発行する機関誌
『理論と実践』 の表紙を図1 に、 論文の一部 (平成22年
度版内容 c、 2 番目の論文) を図2 に示す。
次に、 『理論と実践』 に掲載されている実践論文の分
析枠組みについて検討を行う。 機関紙 『理論と実践』 を
対象と した先行研究は、 鈴木ら (2005) と永田ら
(2015) の2つがある。鈴木ら(2005) は、『理論と実践』
に掲載された食生活に関する実践論文を 「学習内容」 に
着目し、 近年扱う内容の偏りが見られなく なっているこ
とを明らかにしている。 具体的には、 「調理」 「献立」
「栄養」 「食品」 「食文化」 「消費者」 「その他」 の7項目
に分類している。 一方、 永田ら(2015) は 『理論と実践』
に掲載されている家族に関する実践論文をGTA 理論に
基づいて分析した結果、 論文構成の視点に基づき、 「ね
らい」 「題材」 「成果」 の3 構成からなっていることを明
らかにし、 実践レベルでの現状と課題を明らかにしてい
る。 本研究の目的から、 実践レベルでの課題を多面的に
検討する必要がある。 そこで、 住生活領域の現状と課題
を明らかにする研究の目的を達成するために、 永田ら
(2015) で明らかとなった 「ねらい」 「題材」 「成果」 の
3 構成における現状と課題をそれぞれの視点で考察する
こととした。 
図1 『理論と実践』 表紙(H26) 
2.2. 論文の抽出
2.1.で示した通り、 『理論と実践』 のNo48 (平成21年
度版) からNo53 (平成26年度版) の計 6 年分に掲載さ
れている内容c の論文を抽出し、 一覧を作成する。 内
容 c は 「衣生活」 「住生活」 の2 領域を複合した内容と
なっているため、 一覧にある論文を 「衣」、 「住」、 も し
くは 「衣と住の両領域」 のどの領域を対象にした実践で
あるかに分類する。 その上で、 住生活に関連のある論文
のみをさらに抽出し、 分析の対象とする。 
2.3. 論文の構成ごとの記述
本研究の分析枠組みは、 永田ら (2015) にある 「ねら
い」 「題材」 「成果」 の3構成とする。 そこで、2.2.にあ
る方法で抽出した住生活領域に関する論文を読み、 「ね
らい」 にあたる箇所を選定し、 一覧にする。 また、 「題
材」 としてもどのような学習形態・ 学習方法・ 学習内容
で行われたかについて、 記述を抜き出し一覧にする。 最
後に、 「成果」 に関する記述も前述の2 つと同様の手順
で行う。 
2.4. 類型化
2.3.で抽出された記述からなる一覧を元に、 各項目
(研究の日的、 研究の背景、 授業方法、 研究の成果) の
傾向を明らかにするために類型化する。 
2.5. 現状と課題に関する考察
2.4. において明らかとなった類型を基盤に、 項目ごと
に現状と課題を考察する。 
3 . 結果及び考察
3.1 . 内容 c における住生活の位置付け
対象とした 『理論と実践』(現行学習指導要領改訂後
の平成21年から平成26年) において、 「c 衣生活 ・ 住生
活と自立」 に関する実践論文は全部で21本あった。 この
21本について、①発行年、②章立ての番号、③論文番号、
④主題及び副題、 ⑤著者の所属する地域、 ⑥対象となる
内容の 6 観点でまとめたものを表1 に示す。
「⑥対象となる内容」 の結果から、 衣生活に関する実
衣生活・ 住生活と自立
1 はじめに
技術・ 家庭科の家庭分野の学習では, 生徒が
社会において自立して自分の生活を送ること
のできる力を身につけること を第一に考え, 
指1●を行っている,
「住居」 とは人々が休息し, 心身共に安心
できる場である, また, 家族が集い衣食を営
むと と もに, 子どもが地城と共に育つ基盤と
し f の l ll き を担っている, そのため住まいの
学習は , それぞれの立場で快適な生活を送る
こ との大切さに気づかせるこ とで, 生従に個
人的な自立にと どまらず, 日々変化しう る社
会に対応できる力を身に付けさせられる内容
だと考える, 
2 研究のねらい
今回の学習指導要領の改l f では, 小学投と中
学校それぞれの学習内容を階まえた指導を行
う ように求められている, そこで, 限られた
時間の中で, より効果的な授業を行う ために
は , 小 ' 中学校の実態を , お互いに知るこ と
が必要であると考えた, また, 生徒は住まい
や, 自らより快適で安全な住まい方を工夫す
ることについては関心が低いことを踏まえて 
住まいの学習に興味をもたせ, 自分の生活を
よりよ し よ う とする生活に生かすことので
きる実践力を身に付けさせたいと考えた, こ
のねらい を達成するための仮説を次のよう に
設定した, 
一 ' 
画
一 = 一 一 ' ' 、m Eのある指
導計国を作成すれば, より重点化を図っ
た授業を行うことができるであろう.
0 安全で快適な住まい方をするための
実践的 ・ 体験的な学習活動の工夫をすれ
ば, 生従の実践力を高めることができる
であろう,
0 生従が住空間や生活行あなどを想像し
やすくするための視覚的教材を工夫すれ
ば, 住まいの学習に対する異味・ 関心を
高めるこ とができるであろう, 
3 研究の内容
( 1 ) 事前アンケートの実施
住まいの学習に入る前に, 生従の住まいに関
する実態について調査した,
( 2 年生44名 5 月実施) 
国1 住 t いの学9 は必●だとa うか
快通に住まうために. 何か工夫 t しているか
(a 数回書) 
中学校家庭分野住生活領域における実践研究の現状と課題
( 2 ) 小・ 申の連構
八幡浜市では 「市教育研究会」 が各教科で
年 3 回行われる. 中学校の技術 ・ 家庭科部会
は, 小学校の家庭科部会と合同で行っている
ため. 情報交換をし たり, お互いの授業を参
観し合ったりして連携を図っている・
今年度は, 住まいの学習に焦点を当て研究
を進めるこ と にした, 第 1 回の研究会で, 小
学校の先生方に住まいの学習についての取組
内容を調査 ( 4 月実施) し, 小学校の実態を
把提した, (小学校 7 校教員 9 名) 
表 2 取り組んでいる住t いの授 内容
さ - 寒さ, 通風 ・ 換気及び採光が全員置修
済みなのでE青や安全な室内環境を重点的に
扱ったりすることにした・
第 2 回の研究会では, 中学校の住まいの授業
(題材 「災書に備えた住まい方」) を提業し, 
小・ 中学校それぞれの立場で意見を出し合っ
た. 限られた時間で, より効果的な授業を行
うためには, 連続性と系続性を重視する必要
があるという意見が多く聞かれた,
なお, 次回の第 3 回の研究会では, 小学校
の住まいの学習の授業を参観する予定である, 
a- ?
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El 2 申学被の住 t いの学●の内容o n っているか,
このアンケートの結果から, 小学校の先生
は , 中学校の学習内容をほとんど知らないこ
とが分かった, そこで, 校区の小学校が取り
組んでいる内容を考慮して, 本校の指導計画
を改善した, 例えば, 「整理整頓の方法」 は
修済みなので, 洗剤の使用上の注意点を中心
に扱ったり. 限 適な住まい方の工夫」 では, 
表 3 n 名 「 に住t う」 の授 の指 計口
整理整額の方法 ・ ・ ・9 名
快適な住まい方の工夫(・ さ. 寒さ
通風. 換気, 採光) ・ ・ ・9 名
< 小学校の先生の感想 >
小学校の指導内容を踏まえて中学校での
指導があるので, 小学校でも責任をもって
指導に当たらなければならないと実感した. 
整理整額
何もしていない
換気
部屋を明るくする
20名
12名
10名
2名
( 3 ) 指 計画の作成 ( 1 0時間) 
践論文は 9 本、 住生活に関する論文は7 本、 衣 ・ 住生活
の両方を対象とした論文は5 本であった。 この結果より、
内容 「c 衣生活 ・ 住生活と自立」 においては、 やや衣生
活が多いものの、対象としての偏りは確認されなかった。 
この結果は、 鈴木ら(2005) の食生活領域における傾向
と同様であった。 また、 先行研究(小川ら, 2015) が指
摘したよう な住生活の実施率の低さは見られなかった。 
本調査の結果と先行研究の結果を比較した結果、 『理論
と実践』 の執筆に当たった教員の中では衣生活と住生活
の間で実施の差は見られなかったものの、 広い範囲で調
査した結果では差が生じている。 この差が生じている原
因として、 調査対象となる教員の質的な問題にあると推
察される。 『理論と実践』 を発行している全日本技術 ・ 
家庭科研究会は自主的な参加による民間研究組織である
とされている(荒井ら, 2015)。 そのため2.1.でも述べた
ように、 実践論文執筆者らの家庭科教育に対する意欲や
専門性は高いと考えられる。 つまり、 熱心な教員による
実践では、 実施率に関する課題は表面化されにくいこと
が推察される。 
3.2. 実践研究の目的
実践論文における研究の目的を抽出し、 類型化した結
果及び記述例を表2 に示す。 結果として、 ①現行学習指
導要領などの公的資料で示された目標に関する記述、 ②
生活に活かす実践力、 ③問題解決的な学習過程の3 つに
類型化することができた。 
このアンケートの描果から, 約 9 割の生従
が住まいの学習の必要性を感じており, 予想
以上であった, 快適に住まう ための工夫につ
いては, r整理整額」 という内容が最も多かつ
たが, 何も工夫していない生徒も多くいた, 
つまり, ・l央適な住まい方の工夫を積極的にし
ている生従は少ないのではないかと考えられ
る・ 
l 住まいのはたらき
2 家族と共に住まう
4 安全な住まい方
5 災書に1.えた住まい方
図 2 実践論文の一部 (H22-2) 
住まいの役 を理解・ る・ 国内や世界の住 を知る,
生清行a と住空Illの11M t 理 し, 家族で住 t い方が なることを理
する
沈 の正しい使い方について理解する, 重内のさまざまな書を量書計
でil l定し, 防書対 I tについて考える・
シニア を通して. 家の中の危 な1●所と要会な住まい方を理解する. 
地 から身を等るた0の家真の配 t 方法 を する . 
まず、 「①現行学習指導要領などの公的資料で示され
た日標に関する記述」 とは、 中央教育審議会答申
(2008) 「幼稚園、小学校、 中学校、 高等学校及び特別支
援学校の学習指導要領等の改善について」 で示された学
力の重要な要素の3 つ及び国立教育政策研究所 (2011) 
「評価規準の作成、 評価方法等の工夫改善のための参考
資料 (中学校技術 ・ 家庭)」 において示された4 観点と
関連した記述である。 具体的には、「生活に関する関心 ・ 
意欲・ 態度( 8本)」 「基礎的 ・ 基本的な知識・ 技術の習
得 ( 5本)」 「生活を工夫し創造する能力( 3本)」 の3 
つであった。 これらの記述は、 表2 で示した記述例のよ
うに、 答申や参考資料と同等な抽象度の高い記述となっ
ていることがわかる。 つまり、日標の具体性が希薄となっ
ていることがわかる。 西岡(2015) は、 教科の目標を設
定するにあたって、 「教科内容に即して目標を明確にす
ることが求められる」 と述べており、 実践研究の目的に
おいて教科内容との関連が見られるものの抽象度が高い
点については実践上の課題と言える。
次に、 「②生活に活かす実践力」 に関する記述では、
主に 「学習したことを生活に活かす、 実践する」 ことを
目標に掲げたものである。 これらの記述が見られた5 本
の実践論文における研究の成果と しては、 「家で実践し
た生徒もいた」 「家庭でも実践した生徒が増えた」 「地震
対策の実行に移す生徒が増えた」 などと述べられている。 
つまり、「生活に活かす、 実践する」 という目標は、「学
習した内容を即時的に家庭で実践する」 ことと読み替え
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表1 「C衣生活・ 住生活と自立」 に関する実践論文
発行年 t ●文 ●号 
H21 8 1 ~ :l;コパツクを作ってみよう・使ってみよう~ 0 
l・l21 8 2 積l l的に住まう生性の書 ~ 査0・室全な住まい方を0さした:Inの工実~ 0 
l・l21 8 3 「生活の白立!をはｫ む'e t を索a )て ~ i内◆Itの●●を通して~ 和111.11-l 防市 0 
l・l21 8 4 0 
H22 8 1 生活に生かすことができる かなH カの・成 ~ 生活に生きる「見方・・え方・a じ方」が書つ授集~ I t ・ 開 究グループ 0 
H22 8 2 検 i な住まい方の工夫がで書る生使の●l ! t 0一八ll l前 0 
H22 8 3 習l lした知M・技新を活用する学習摘 法の工夫 ~ 表生活の間題解決を通して~ 0 
H22 8 4 生活に活きる表生着学i の工夫 ~ パツグインパツグの 作・活用を通してよりよい生活を日 す~ 書a i●町・平川市 0 
H23 8 1 これからの生活を最●して.表生着と住生活をよりよくしようとする生性の・成 0 
l・l23 8 2 生着に生かすことができる かな1m力の・度 ~ ・量口llにせまる「 ・: i え方・t l:方」~ Il l」11.開 I tグループ 0 
H23 8 3 より●かな衣生活をはぐ< t:'ための学智 --a土に わる衣nの01材化を通して一 0 
H23 8 4 持IM可e な社a をめさし、t 体的に家生活・住生着t i二ザインする生 の・成 ~ 人と表生活・住生着のかかわりを1Hしたt「lの工夫~ 東東O i l川区 0 
l-l24 8 1 白ら技新と生着の題■を つけよりよいものを求0て●量する力をI tう最集のa ~ a l !の道防をt a する着●を通して~ 0 
H24 8 2 「生活にいかせる力度 ・む技新・家e 科教・のあり方 ~ 表生活における身近なa 材を取り入れた実建力を高める学l l指 の工夫~ 大分IM島村 0 
l・l24 8 3 表生着・住生活を 通し、i かに生書る集H カを・てる学● 事の工実 0 
l・l25 8 1 社会◆aの t 化に対応 'e iる白立した生接を・む学智a事の在り方 ~「n・安全・'f il l 」な生着に a をあてた学f 一 を●して~ 山 t ・最生・真■支部 0 
l・l25 8 2 生着を工実・t 書し杜aに生かす力をl lてるl l事のa ~安全な住まい方の工実を●して~ 山形l..lll■市 0 
H25 8 3 よりよい生活9●lる技 ・i i 科a ・ ・a' i戸'「・l●上l■「 0 H26 8 1 より検適な表生活・住生活をi むための布を用いた物のa 作における の工夫 0 
H26 8 2 構々な同■と向書合い、解決する力を・t a . i・家i 科a ・ ~ 住まいの安全における「住生活I=ついての ■と実H」を●して~ 0 
H26 8 3 「生活で活用で書るカ」の青成を目指して ~ 表生活におIナる「つながり」を操めるための題材・Mの工夫~ 0 
表 2 実践論文の目的に関する記述の類型と記述例
a本 7本 5本
類型 出現本数 記述例 
①現行学習指導 
要領などの公 
的資料で示さ 
れた日標に関 
する記述 
生活に関する関 
心・ 意欲・ 態度 
などの情意的側 
面 
8 
「快適に住ま う _/ の学習においては、 身近な人 への聞き取 りをテったり 、 家族の協力を 
得ながら実践を組み込んだ゛ りする など、実践的・ 体験的な学習活動を取 り入れ経験させ 
ることによ り、 ま ず る室内環境を整え ることへの関, i、・ 意欲を高めたいと考え る 
(H21-3) 
基礎的・ 基本的 
な知識、 技能 5 0衣生活 ・ 住生活に関する基礎的 ・ 基本的な知識や技術を習得 した生徒 (H23-4) 
生活を工夫し創 
造する能力 4 
0持続可能な社会をめざ し, 二 t 1白 ' 1二t 二t f白 :: ッcl、 、9 o /こoり 1 .、 1:月半iプ、. し cl、 う 
と工夫創造する生徒 (H23-4) 
②生活に活かす実践力 5 考え た。 (H22-2) 
③問題解決的な学習過程 3 ①PDCDA サイクルを大切にした学習過程 (H23-2) 
が可能である。 中学校家庭分野の目標にある 「将来の生
活を展望」 する視点は希薄であることが伺える。 さらに、
時間軸的な広がりを持った目標を設定することで家庭分
野のねらいは達成されう る。
3 点目と して、 「③問題解決的な学習過程」 について
の記述を3 本確認した。 現行学習指導要領 「内容の取り
扱い(2) 問題解決的な学習の充実」 では 「変化の激しい
社会に主体的に対応するためには問題解決能力をもつこ
とが必要」 であり、 これらの能力を育成するためには
「生徒自らが課題を発見し、 習得した知識及び技術を活
用し意欲をもって追求し、 解決のための方策を探るなど
の学習を繰り返し行うことが大切である」 としている。 
つまりは、 家庭科の目標の一側面は問題解決的な学習を
通じた問題解決能力の育成と言える。 ③はこの視点を研
究のねらいと して設定したものの集まりである。 記述例
にあるPDCDA サイ クルを大切にした学習過程は、 「つ
かむ」 「見通す・ 追及する」 「学び合う」 「解決する」 「振
り返り ・ まとめ」 と具体的な学習過程の設計をねらった
ものである。 そもそも問題解決的な学習は、 学習の過程
をいく つかの段階に分け、 丁寧に学習を進めていく方法
である。 そのため、 問題解決的な学習過程を研究の目的
の一つに据えることで、 具体的な題材を設定することが
可能になると考える。 
3.3. 実践研究の背景
実践論文における実践研究の背景に関する記述を抽出
し、 類型化した結果及び記述例を表3 に示す。 結果とし
て、 ①衣 ・ 住生活に関する関心の低さ、 ②大震災を受け
て、 ③社会全体に関する動向、 ④学習指導要領の改訂、
の 4 つに類型化することができた。
「①衣 ・ 住生活に関する関心の低さ」 については、 実
態把握をした上で 「衣生活より住生活の方が関心が低い」
と述べている論文もあるが、 根拠となるデータを示さず
実践者の経験則を根拠として指摘している論文が多かっ
た。 実践研究として客観性のある問題提起を行う ために
は、 経験則を仮説と して、 調査段階を設け、 生徒の実態
を把握する必要がある。
「②大震災を受けて」 は、2011年 3 月に発生した東日
本大震災を経験したことで、2011 (平成23) 年度発行の
機関誌以降で多く触れられている。 震災後の住生活につ
いては、 安全や安心など災害対策を目指した実践となっ
ていると言えよう。 今年4 月にも熊本地震が発生し甚大
な被害を受けたことは、 今後も災害への備えを中心題材
にした実践は多く現れると予測できる。
「③社会全体に関する動向」 では、 住まいや家族に関
する社会問題的な視点に関する記述である。 具体的には、
「昔ながらの住まいの減少」 「共働き世帯の増加」 「快適
中学校家庭分野住生活領域における実践研究の現状と課題
表 3 実践研究の背景に関する記述の類型と記述例
39 
類型 出現本数 記述例 
①衣 ・ 住生活に関 
する関心の低さ 7 
中学生にとって住ま いは、 L の安定を図る大切なものである。 しかし、 その反面、 自分が積極的に働 き 
かけなく ても比較的快適な生活が成り立つており 、よ り よ い住ま いを主体的に考え よ う とする生徒は少 
ない。 (H23-2) 
②大震災を受けて 6 
あれから (東 日 本大震災) から三年が経過 し当時小学生だ゛ った生徒た ちが中 学生となった今、 多く の犠 
牲者から学ばせてもらった貴重な教訓を改めて学び合い、整理し、自分の生き方に積極的に活かす力と 
して身につけるべきと考え 、 この研究主題を設定した。 (H25-2) 
③社会全体に関す 
る動向 5 
時代の変化 とと もに、 音ながらの日 本の住 ま いが減少 し、 開 口 部が少なく 気密性の高い洋風 の住ま いが 
増え てきている。 また、共働き家庭の増加で、昼間締め切ったま ま で風邪を通すことのできない家が増 
え 、 衛生上 の問題 も出 てきている。 (H21-3) 
④学習指導要領の 
改訂 3 
また、 学習指導要領 では新たに / 生活の課題と実践」 が力1え られ、 学んだことを自分の生活に:活かそう 
とする力を育成することがこれま で以上に求められ ている。 (H24-3) 
表 4 授業方法に関する記述の類型と記述例
類型 出現本数 記述例 
①実践的・ 体験的 
な学習 11 
課題解決に向 け て、 学校の棚や家具 を使って、 実際に災 害対策を考え る 場面を設定した。 ここでは、 自 
分で調べたことや家庭での経験から、対策の工夫を実践的・ 体験的活動として位置付けた(H23-2) 
②問題解決的な学 
習 9 
第 3 学年 では、 2年間のま とめと して、 「i、から家族に感謝」 という 題材 で家庭生活の課題解決 に挑戦 
させる。 (H24-3) 
③グループ学習 8 班を一 つの家族 と し、 それ ぞれ の要望 を取 り 入れ ながらマグネットポート゛ に部屋 の構成図 を描かせた。 
(H21 -2) 
な住まいのために物質的環境を整える」 「物質の豊かさ」
など、 社会全体の課題を背景としているものを指す。 こ
れらの記述から住生活の学習は、 社会的な問題に裏打ち
された学習内容により構成されていると推察される。 し
かし、 ここでも 「①衣 ・ 住生活に関する関心の低さ」 と
同様に、 具体的なデータを示し客観性のある問題提起を
行う必要がある。
最後に、「④学習指導要領の改訂」 は、 前回の学習指
導要領との差異である 「安全に重点を置いた室内環境の
整備」 「生活の課題と実践の導入」 「小中での系統的な学
習内容」 に関する視座を背景としている。 そのため、 全
日本技術 ・ 家庭科研究会は、学習指導要領や改訂時の変
更点に影響を受けていると考えられる。 これは、 組織の
文化的側面と言える。 
3.4. 授業 (題材) の方法
授業方法に関する記述は、 現行学習指導要領における
授業方法を踏襲し、①実践的・ 体験的な学習、②問題解
決的な学習、 ③グループ学習の3 つに類型化できた。 類
型化した結果及び記述例を表4 に示す。 全12本の論文の
内、 8本から11本と高い出現数であった。 これは、 現行
学習指導要領の 「各分野の内容の取扱い」 において、
「(1) 基礎的 ・ 基本的な知識及び技術を習得し、 基本的
な概念などの理解を深めるとともに、 仕事の楽しさや完
成の喜びを体得させるよう、 実践的 ・ 体験的な学習活動
を充実すること。」 「(2) 生徒が学習した知識及び技術を
生活に活用できるよう、 問題解決的な学習を充実すると
ともに、家庭や地域社会との連携を図るようにすること。」
とあり、 実践的 ・ 体験的な学習及び問題解決的な学習を
主となる方法論として明記されていることに帰すると考
えられる。 また、 「各分野の指導については、 衣食住や
ものづく りなどに関する実習等の結果を整理し考察する
学習活動や、 生活における課題を解決するために言葉や
図表、 概念などを用いて考えたり、 説明したりするなど
の学習活動が充実するよう配慮するものとする。」 とあ
るように、「言語活動の充実」 を改訂のポイ ントにして
いる点も影響を受けていると推察される。
以上の結果から、3.3.でも指摘したように、 授業方法
の観点においても学習指導要領の影響を大きく受けてい
ることがわかる。 
3.5. 研究の成果
実践研究の成果に関する記述を抽出し、 類型化した結
果及び記述例を表5 に示す。
まず、 最も多く出現した記述は、 「①関心、 意欲、 態
度、 意識、 達成感などの情意的側面に関する成果」 の9 
本であった。 住生活領域では、 情意的側面の変容が最も
目指すべき姿と言える。 しかし、田中(2008) が指摘す
るように、 「関心 ・ 意欲 ・ 態度」 などの情意面を評価す
ることは非常に専門性(例えばルーv リ ッグを作成、 使
用した評価方法が挙げられる) を有し、 また短期的な視
点ではなく、 長期的な生徒の変容を基に評価する必要が
あるとしている。 しかし、 二番目に多い 「②感想やグラ
フなどを提示し根拠と している」 に代表されるよう に、
成果物 (感想やアンケートの結果) は掲載するものの、
研究の成果と判断した評価基準は不明確である場合が多
い。 このように根拠に欠ける成果は、3.2.で指摘した目
標の具体性の欠如と関連していると考える。 授業の目標
が抽象的であるため、 評価も自ずと曖味になったと考え
る。 そのため3.2.の課題と同様に、 まずは明確な目標設
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表 5 研究の成果に関する記述の類型と記述例
類型 出現本数 記述例 
①関心、 意欲、 態 
度、 意識、 達成 
感などの情意的 
側面に関する成 
果 
9 
【関,i、・ 意欲 ・ 態度】 
学校で学習 したことで、家で実践 した生徒 も增え 、実践 した内容も授業前は整理整頓が圧倒的に多かつ 
たのが、『地震対策』 『防音』 『日 よ け』 という 内容が加わった。 このことは、 シニア体験や騒音計を使つ 
ての様々な音の測定、地震対策のための家具の配置図の作成等、実践的・ 体験的な活動を取 り 入れ るこ 
とで、
_
生活をよ りよ く していこう とする意欲を高めることができたからだ、と考え る。 (H22-2) 
②感想やグラフな 
どを提示し根拠 
と している 
8 
授業後 の感想から、 「実験 をしてよ く 分かった/ 「自 分ら しい着方を考え る のが楽 しかった」 「蚕のま ゆ 
を初めて見 てびっく りした_/ など生徒が学習に興味をもって取 り組んでいたことが分かった。 (H21-4) 
③教師の工夫によ 
る成果 6 
0生徒 の実態把握 を行い、 そこから課題解決にせま る 「見方・ 考え 方・ 感 じ方」 を明 らかにして題材を 
構成 したことで、 よ り 確かな実践力につながる授業を仕組むことができた。 (H23-2) 
④理解に関する成 
果 5 
重曹 ・ 酢 ・ クエン酸 ・ レモン・ 割 り 箸・ 塩 ・ 茶がら ・ 卵のから ・ 新聞紙 ・ 古靴 下等が、 室内環境を整え 
る上 で活用できることの 半1 t) _ノ, ・ っ/こ (H21-3) 
⑤ 「工夫」 「思考」 
に関する成果 4 
内容のま とま り ごとに、 気付いたことや学習を深めたいことなどを記入し、 活用する欄として、 全 ての 
ワークシートに/すま いるコーナー_/ を設けた。 これ らを生徒が積み重ね、学習の過程を残すことで、 
_
主体的に考え ることができ、探求への手がかりとした。 (H23-4) 
⑥ 「気づく」 こと 
ができた 4 
住ま い自 体を変え るこ とは難 しいが、 中学生の視点 で住 ま い方を工夫 すれば、 よ り快適な住 ま い方が実 
現できると気付く ことができた。 (H25-2) 
※この記述の下には、 生徒の感想が2 点掲載され ている。 
⑦ 「実践」 に関す 
る成果 4 複数の学習内容について / 家 でも 美践 し7こ」 94 oと て い0 (H24-3) 
⑧ 「実感」 するこ 
とができた 3 
また、 安全に生活 するためには、 段差の解消や手すり の設置などの環境整備だ゛ け でなく 、 一緒に行動し 
て支え ることの必要性も感 じ ることができた。 (H25-2) 
定を第一に検討し、 具体的な目標に裏打ちされた評価方
法の検討を行う必要がある。
三番目に多い記述は、 「③教師の工夫による成果」 で
あった。 この項目は、教師の教材開発・ 授業方法の工夫
により、 生徒の変容を促すことに成功したと読み取れる
ものの集まりである。 具体的には、「評価」 「指導計画」
「つまづきへの配慮」 などが確認された。 これらは共通
して、教授方法の工夫により生徒の変容を促したと記し
ている。 しかし、 教授方法自体の有用性を確かめる場合
は、 比較実践 (統制群の設定、 事前事後での比較分析な
どが考えられる) などを通じて明示することで研究の妥
当性や信頼性は担保される。 そのため、 直接的に教師の
教授方法の成果とは解釈し難い。 教員自身の工夫に関す
る成果を追求する研究においては、 研究方法の検討が必
要であることが示唆された。
次に多いものは、 「④理解に関する成果」 や 「⑤ 「工
夫」 「思考」 に関する成果」 など高次な学力に関する成
果である。 この類型についても先述の通り、 評価の基準
が不明確であるものが多く、 目標設定及び評価方法の検
討が必要である。
続いて、「⑥ 「気づく」 ことができた」 「⑧ 「実感」 す
ることができた」 などの成果が読み取れる箇所である。 
「必要に気づく」 「必要性を感じる」 とはどのよう な状態
であるかは明記されていないため、 この成果に関しても
目標の具体性を検討する必要がある。
7番目は 「⑦ 「実践」 に関する成果」 に関する記述で
ある。 学習したことを活用して家庭で実践することがで
きた生徒の増加を成果と した記述である。3.2.の 「②生
活に活かす実践力」 に対する成果と読み取れる。 
最後は、 これら 「成果」 に関する記述を踏まえて、 研
究内の授業 「目標」 と 「成果」 との関連について検討す
る。 まず、 情意的側面に関する目標は8 本出現していた
ものの、 成果の段階では9 本確認できた。 また、 実践力
に関する目標は5 本であったが、研究成果に関する箇所
からは4 本の出現を確認した。 本来は、 目標に対する評
価を行い、 どの程度目標を達成できたかを看取るべきで
ある。 しかし、 「目標」 設定の段階と研究の 「成果」 段
階での出現数に差が生じており、 一貫性について課題が
あると言えよう。 目標を意識した授業計画や評価計画を
練るための方策について検討が必要である。 
4 . まとめと今後の課題
本研究の結果、 中学校家庭分野住生活領域における実
践研究の現状と課題をいく つかの視点で把握することが
できた。 以下でその現状と課題をまとめ、 今後の研究の
余地について検討する。
一点目は、3.1.での結果より、 住生活領域に対する実
践論文数の偏りは確認されなかった。 先行研究では、 住
生活領域の実施率の低さが指摘されていることから (小
川ら, 2015) 、 本研究と先行研究との間にある差異に関
しては、 今後検討を行う必要がある。
二点目は、 授業の目標における抽象度の高さである。 
抽出した実践論文では学習指導要領や国立教育政策研究
所の評価に関する参考資料を直接的に引用していること
が多 く、 抽象的な文言となっている。 そのため、 研究の
成果を論述する段階においても具体性を欠く考察となっ
ていることが多かった。 この課題は多く の論文で確認で
きたため、 目標設定に対する教員の力量的側面から調査
中学校家庭分野住生活領域における実践研究の現状と課題
が必要である。
三点目は、研究における妥当性や信頼性、 一貫性の低
さである。 3.5.で指摘した通り、 目標と成果の段階で出
現数の違う類型があった。 また成果の根拠を 「生徒の感
想文」 や 「データを掲載するのみ」 に留めている論文が
多く、 その資料からどのよう な成果と して判断したかに
ついては考察することができていなかった。 つまり、 実
践研究としての妥当性や信頼性、 一貫性の低さを指摘で
きる。 二点目と併せて、 「目標」 と 「評価」 の一体化に
関する課題が明らかとなった。
四点目は、 住生活領域における学習内容や授業方法の
影響を受ける要因について明らかにした。 具体的には、
研究の背景にあるのは、 「社会問題(例えば、 物が豊か
な社会 ・ 共働き世帯の増加など)」 と 「大きな災害」 で
あった。 特に2011年 3 月に発生した東日本大震災後の実
践研究は、「安全 ・ 安心」 や 「災害への備え」 に着目し
た実践が多いことから、 災害の影響を受けた授業内容と
なっている。 また、 授業方法に関しては、 現行学習指導
要領で示された 「実践的 ・ 体験的な学習活動」 「言語活
動の充実」 「問題解決的な学習」 が多く確認された。 一 
点目同様に、 方法論についても、 学習指導要領の影響を
大きく受けていることが明らかとなった。
以上で明らかとなった二点目の 「目標設定」 や三点目
の 「成果の妥当性と信頼性、 一貫性の担保」 については
実践研究の質に関する具体的課題と言える。 しかし、 本
研究は全国的な住生活領域における実践研究の現状と課
題を明らかにするに留まっている、 いわば俯瞰的な資料
である。 そのため、 実践研究の質的向上を目指すには、
住生活領域を実践する教師の授業設計段階における認知
的な構造を明らかにし、 どの段階で、 どのよう な困難性
を抱いているのかなどを探る必要がある。 
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